部局長とＰＴの議論資料
【事務事業】
	項目名
	泉佐野丘陵緑地整備事業

	部局の考え方


	○事業の必要性
・事業の背景

泉佐野コスモポリス事業の破綻したその経緯を踏まえ、府民の厳しい視線が注がれていることを強く認識して全庁的に土地利用を検討した。

現況を活かしつつ広く府民の利用に供し、財政負担を可能な限り縮減した土地利用案として、泉佐野丘陵緑地整備事業が議会承認された。また一部区域については、民間施設の導入を目指して事業コンペを検討する。（18年度9月議会）

・事業スキーム

大阪府は最小の財政資源を必要不可欠な施設に限定して投下し、利用者の安全の確保や、電気・上下水道などのライフラインを整備する。
事業の推進にあたっては、運営会議の開催など大阪府も一定の役割を果たしながら、府民・NPO・企業等との協働・連携により「府民と育てる緑地づくり」を行なう。
○見解と対応方針

＜財政再建プログラム試案に対する見解＞

・平成20年度は、実施設計及び整備工事の見送り

⇒平成20年度は、見送りは止むなし。
・民間の協力も含めた整備手法を検討
⇒「府民と育てる緑地づくり」の手法として、企業連携の具体的なしくみを検討。泉佐野丘陵緑地の趣旨に賛同いただいた企業により、平成20年度からの継続的な参画・支援を予定。
＜対応方針＞

・企業連携を行なうために、運営会議の開催など大阪府として最低限の管理運営費を確保する必要がある。（平成20年度　約2百万円）
・企業連携の成果を広く府民に示すため、緑地として早期に開設する必要がある。そのため、大阪府が整備すべき必要最小限の、安全柵や上下水道、便所などの基盤施設の整備に、平成21年度以降速やかに着手しなければならない。
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【企業連携による具体的な効果】


・府予算の削減・・・資機材の提供、人材育成講座の運営など


・企業ノウハウの導入・・・企業のもつ先端技術の活用


・企業CSR活動のモデル・・・企業と行政とが連携した大規模な取り組み


※ＣＳＲ…Corporate　Social　Responsibility　「社会的責務」
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